
行　　政　　評　　価　　表
電話番号
（内線）

基本目標 年度 H28 H29 H30 H31 H32

基本方針 予算額
（千円）

35,544

施策名 決算額
（千円）

31,584

年度

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

平 成 ２ ８ 年 度　　　　

所属部 都市整備部 所属課 建築住宅課 正職員数

※人件費、一般諸経費、交際費、積立金、繰出金、出資金及び公債費は
　　含まれておりません。

17人
その他
職員数

2人
055-983-2644

（内線2339）

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

１０　地震・水害対策の強化<地震・水害対策>

H31 H32

Ⅰ-２-１０-（３）急傾斜地などの危険対策の推進
所管する施策の

方向一覧

Ⅰ-２-１０-（１）地震対策の推進
※予算費目表に再掲で表示されている事業は、再掲元の予算費目及び
　 総括表に予算額及び決算額を記載しています。

Ⅰ-２-１０-（２）安全で安心な建築物への誘導 ※赤字：補正・流用により当初予算額から変更した予算額

住宅の耐震化率
耐震性有住宅数／総住宅
数

88.3% 90.0% 91.6% 93.3% 95.0%

成果指標
【行政改革大綱における取

組事項名】
指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

88.2%

順調



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

・職員による戸別訪問(55棟)や三島市木造住宅耐震補強推進協議会等と連携した相談会(月1回)、町内会への出前講座(日の出町自治会1回)並び
にダイレクトメール78件などの活動を実施し、耐震対策の啓発に取り組み、申請件数の増加を図ることができた。
・特に耐震化未実施の建物が多い旧市街地について、重点的に戸別訪問を55件実施した。
・上記取組内容を実施し、実績値は目標値と比較してほぼ順調に推移している。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

当該年度の目標値の達成はできなかったが、住宅耐震化率の目標を平成32年度には95％としているため、次年度以降もこの取組みを継続すること
で、最終的な目標の達成を目指す。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

・三島市木造住宅耐震補強推進協議会等と連携し、戸別訪問や相談会並びにダイレクトメールなどの活動を実施することで、耐震対策の啓発に取
り組み、申請件数の増加を図る。
・特に耐震化未実施の建物が多い旧市街地について重点的な啓発活動を実施する。

施策の方向 Ⅰ-２-１０-（１）地震対策の推進

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

・三島市木造住宅耐震補強推進協議会等と連携し、耐震対策の啓発に取組み、特に耐震化未実施の建物が多い旧市街地について重点的な啓発
活動を行う。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 36棟

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 25棟

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 25棟

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 29棟

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 8件

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 0棟

達成状況 未実施

4
耐震シェルター整備事
業費補助金交付

実施棟数 維持

1
既存建築物耐震診断
事業費補助金交付

実施棟数 維持

2
木造住宅耐震補強助
成事業費補助金交付

実施棟数 維持

2　耐震関係補助金
交付業務

行政改革
大綱にお
ける取組

2
木造住宅補強計画策
定事業

実施棟数 維持

1　耐震診断事業

1
わが家の専門家診断
事業

実施棟数 維持

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

年度 H28 H29 H30 H31 H32
改善内容、終了・休止理由、

目標値変更理由等

3
ブロック塀等耐震改修
促進事業費補助金交
付

除却件数 維持



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

1,853 (233)

1,667 (209)

6,725 (1,682)

6,290 (1,573)

4,914 (1,997)

3,526 (1,701)

20,200 (4,225)

19,600 (4,175)

700 (175)

429 (112)

250 (126)

0 (0)

２　木造住宅耐震補強助成事業費補助金
（01.08.01.02.020.86.19.53）

増大
補助額の増額、除却事
業を補助対象としたた
め

２　既存建築物耐震診断事業費補助金
（01.08.01.02.020.86.19.51）

増大
診断予定件数増加のた
め

１　木造住宅補強計画策定事業
（01.08.01.02.020.01.13.52）

増大
診断予定件数増加のた
め

予算費目の事業名、補助金（細節）名

Ⅰ-２-１０-（１）地震対策の推進

H32歳出（千円）

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

行政改革
大綱にお
ける取組

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） H31歳出（千円）

１　わが家の専門家診断事業
（01.08.01.02.020.01.13.51）

維持

２　ブロック塀等耐震改修促進事業費補助
金（01.08.01.02.020.86.19.54）

維持

２　耐震シェルター整備事業費補助金
（01.08.01.02.020.86.19.60）

維持



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

次年度においても同様の会議等に出席することで、法改正等の情報を的確に把握収集することで、建築確認等の審査業務を適正に実施するよう努
める。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

・行政連絡会議等に出席し、法改正などの情報を的確に把握し建築確認等の審査を適正実施する。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

建築確認審査研修等に出席することで、より実践的な事例の研究、最新の情報を把握、収集することができ、確認審査技術の維持向上を図ること
が出来た。

施策の方向 Ⅰ-２-１０-（２）安全で安心な建築物への誘導

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

申請に係る事前相談に対応することや建築確認等の審査業務を適正に処理することで市民サービスの向上を図る。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 590

達成状況 達成

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

1　建築確認等審査
業務

1 建築確認申請受付 申請件数 維持

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針 行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 H31 H32

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

100 (100)

72 (72)
1　会議研修等負担金（01.08.01.02.020.82） 維持

行政改革
大綱にお
ける取組

Ⅰ-２-１０-（２）安全で安心な建築物への誘導

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） H31歳出（千円） H32歳出（千円）



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

本年度同様、急傾斜地などの危険対策のため、広報みしまや市ホームページによる啓発を図る。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

・急傾斜地などの危険対策のため広報みしまや市ホームページによる啓発を図る。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

広報みしまや市ホームページによる啓発を実施したが、当該補助金の申請が無かった。

施策の方向 Ⅰ-２-１０-（３）急傾斜地などの危険対策の推進

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

・広報みしま等で助成制度についての周知を図り、危険を及ぼすおそれのある区域からの住宅の移転を推進する。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 0

達成状況 未実施

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

目標

実績

達成状況

1　がけ地近接等危
険住宅移転事業

1
がけ地近接等危険住
宅移転事業

実施棟数 維持

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針 行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 H31 H32

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

802 (201)

0 (0)

1　がけ地近接等危険住宅移転事業費補助
金（01.08.01.02.020.86.19.55）

維持

行政改革
大綱にお
ける取組

Ⅰ-２-１０-（３）急傾斜地などの危険対策の推進

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） H31歳出（千円） H32歳出（千円）



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

耐震診断事業

国、県への交付
金申請
わが家の専門家
診断事業業務委
託契約
受付開始（随時）

　
広報みしまによる

啓発

　
広報みしまによる

啓発

　
広報みしまによる

啓発 事業完了
実績報告書の提
出
請求書の提出

222H

耐震関係補助
金交付業務

国、県への交付
金申請
補助金申請受付
開始　　（随時）
補助事業の審査
補助金交付

　
広報みしまによる

啓発

　
広報みしまによる

啓発

　
広報みしまによる

啓発 事業完了
実績報告書の提
出
請求書の提出

360H

建築確認等審
査業務

申請受付（随時）
審査又は進達 1305H

がけ地近接等
危険住宅移転
事業補助金交
付業務

国、県への交付
金申請
補助金申請受付
開始　　（随時）
補助事業の審査
補助金交付

　
広報みしまによる

啓発 事業完了
実績報告書の提
出
請求書の提出

0H

055-983-2644

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち １０　地震・水害対策の強化<地震・水害対策>

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

その他職員数 2人
（内線2339）

4月 5月 6月 7月 8月 3月
従事見込時間数

平成28年度　スケジュール表 所属部 都市整備部 所属課 建築住宅課 正職員数 17人

9月 10月 11月 12月 1月 2月事業名


